
平成２９年６月定例月議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告 ３ 
平成２８年度豊明市一般会計予算の継続費に係る繰越報告につ
いて 

報告 ４ 
平成２８年度豊明市一般会計予算の繰越明許費に係る繰越報告
について 

報告 ５ 
平成２８年度豊明市土地開発公社決算並びに平成２９年度豊明
市土地開発公社事業計画及び予算の報告について 

報告 ６ 専決処分事項の報告について（損害賠償の額の専決処分） 

議案４２ 
豊明市農業委員会の委員の任命につき認定農業者等が委員の過

半数を占めることを要しない場合の同意について 

議案４３ 農業委員会の委員の任命について 

議案４４ 農業委員会の委員の任命について 

議案４５ 農業委員会の委員の任命について 

議案４６ 農業委員会の委員の任命について 

議案４７ 農業委員会の委員の任命について 

議案４８ 農業委員会の委員の任命について 

議案４９ 農業委員会の委員の任命について 

議案５０ 農業委員会の委員の任命について 

議案５１ 農業委員会の委員の任命について 

議案５２ 農業委員会の委員の任命について 

議案５３ 農業委員会の委員の任命について 

議案５４ 平成２９年度豊明市一般会計補正予算（第１号）について 

議案５５ 
豊明市コミュニティ・スクール推進委員会設置条例の制定につい

て 

議案５６ 豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

議案５７ 豊明市税条例の一部改正について 



議案５８ 豊明市都市計画税条例の一部改正について 

議案５９ 豊明市保育所保育の実施条例の一部改正について 

議案６０ 
豊明市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担

に関する条例の一部改正について 

議案６１ 豊明市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

議案６２ 平成２９年度豊明市一般会計補正予算（第２号）について 

 



報告第３号

　　　平成２８年度豊明市一般会計予算の継続費に係る繰越報告について

　継続費に係る歳出予算の経費を別紙のように翌年度に繰越したので、地方自

治法施行令第１４５条第１項の規定により議会に報告する。

　

  平成２９年６月１日提出  

　　　　　　　　　　　　　　　　　豊明市長   小　浮　正　典　　　　



平成２８年度豊明市一般会計継続費繰越計算書

国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

８ 土木費
４ 都市
計画費

桜ヶ丘沓掛
線改良事業

1,170,000,000 480,000,000 150,000,000 630,000,000 307,000,000 323,000,000 323,000,000 323,000,000 0 0 0

1,170,000,000 480,000,000 150,000,000 630,000,000 307,000,000 323,000,000 323,000,000 323,000,000 0 0 0合       　　計

予算計上額
前年度逓次
繰越額

計

左 の 財 源 内 訳

繰越金
特定財源款 項 事業名 継続費の総額

平成２８年度継続費予算現額 支出済額
及び支出
見込額

残額
翌年度逓
次繰越額



報告第４号

　　　平成２８年度豊明市一般会計予算の繰越明許費に係る繰越報告について

　繰越明許費に係る歳出予算の経費を別紙のように翌年度に繰越したので、地

方自治法施行令第１４６条第２項の規定により議会に報告する。

　

  平成２９年６月１日提出  

　　　　　　　　　　　　　　　　　豊明市長   小　浮　正　典　　



国県支出金 その他

円 円 円 円 円 円

２　総務費 １　総務管理費 広報事務事業 8,000,000 8,000,000 0 0 0 8,000,000

２　総務費 ３　戸籍住民基本台帳費 住民記録電算処理事業 6,263,000 6,263,000 0 6,263,000 0 0

８　土木費 ２　道路橋梁費 道路管理事業 22,102,000 20,771,000 0 0 0 20,771,000

８　土木費 ４　都市計画費 桜ヶ丘沓掛線改良事業 25,000,000 25,000,000 0 0 0 25,000,000

10　教育費 ２　小学校費 小学校施設維持管理事業 221,900,000 221,900,000 0 62,940,000 140,700,000 18,260,000

10　教育費 ３　中学校費 中学校施設維持管理事業 113,400,000 113,400,000 0 34,800,000 78,600,000 0

396,665,000 395,334,000 0 104,003,000 219,300,000 72,031,000合　　　　　　　計

款 項 事業名 金額

平成２８年度豊明市一般会計繰越明許費繰越計算書

翌年度繰越額

左 の 財 源 内 訳

既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源



報告第５号 

 

   平成２８年度豊明市土地開発公社決算並びに平成２９年度豊明市土地開 

   発公社事業計画及び予算の報告について 

 地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、土地開発公社に係る経営状

況に関する事項について、別紙のとおり報告する。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      



平成28年度

収董ミ洗壹享書

豊朋市ଅ地開発公社
平成29年5月 工 工 日

l



事業報告書

1 総拮事項
平成28年度の取得事業及ぴ処分事業はありませんでしたo

2役員会に関する事項
付) 理事会但脇戊28年5া1O঩)
議案第4号 平成27年度豊明市ଅ地開発公社収੍決算の認定について
譲案第5号 刺余সの処分について

旧) 理事会煩刊友29年3া16঩)
議案第1号 平成29年度豊朋市ଅ地開発公社事業計画について
譲案第2号 平成29年度豊明市ଅ地開発公社収੍予算について
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平成 2 8年度 豊明市ଅ地開発公社 決算状況幸謡 咽幀+
収益的収ো及びધ出の部 平成蜊擲月齟日

収 入 (単位 円)
区 分 予 渥置 額 ,

款 目 当 初
正 流逞目額 苛 執 行 額 予定額との比鮫

l_ “l糯苳業ll叉益
騒

O O O O O

・公有地取得事業牧益 O O O O O
杆ハ 公牢Ⴛ^াごl左売去川ྼ結達 O O O O

ૻ事業外収益 l竇彊0,000 O l盂蔓0,000 2巫坊 リ ll)Oバ蔓彊/l毒彊

取利息 鰹蔓ᗜ)OO O l2f),OOO 20,l5 ワ 1O&848
ll l丁叉禾L _l嚢夏、 l20,000 O l2f),OOO 實O几5 リ l{)吾う,曼彊4薯孝

て
_ 雑苳llྼ益 Lmm O L仰O O Lmm

l,OOO O 1』仰 O l,OOO

肯 涛
竇

口〉

工二〉粂.

則言>誓 ーlー ISQOOO O 13巫OOO 20,l5寶 IO執848

支 出 (単位コ円)

款
区 分
項 目 呉 初 補 塵 詳

執 行 額 予定額との比較

L井屯涯原縦朽 O

定 額
浙壺用 額

O O O O

蓬 ノノ 其葺l地取得事業願lllli O O O O O
I L公有円他遁虹燥価 O O O O O

仏 販売′l′荳及 ・ll受蕗r竇牢遅l蔓l'五′ l25,000 O l25,000 92,O63 董蓋2,9苳賽7

L販喧萱及ぴ-般管理萱 l實5辟川)O O l25,000 O2,川曼3 3乙937
1, 人 l′l實雹軍′ 40,000 O 40,000 20,000 2�OOO

l "跛 畫邸l l 40,000 O 4O」NN) 20,0 OO Z0,000
乙隆商 暑う丘OOO O 8丘OOO 7互苳O6 實蔓 l乙937

l 旅兜 l、OOO O l,OOO O l,OOO

2 . 際 葺苳五′ l,OOO O l,OOO O l】OOO

3 需川鯉 lO、OOO O l0,000 LOG 3 馨蔓,9苳彊7

4 _ 役移享 蓄 箇′ 1腱叩 O L叩O O l,OOO

護 負拉疏蒙 1血仰 O L仰O O 1血仰
O 公禾l l公s蔓果 7l,OOO O 7l,OOO 7l,OOO O

3十怖贄 丘OOO O 5,000 O
1.了外繭蓄苗 5凪叩 O 5,000 O

鳳OOO

)O櫑࿡豊

l _ I苳備 輩' 5,000 O 丘OOO O 。こ刀` 豊 oa蕗 篭

支 出 合 計 IS靴OOO O l30,000 9乙O(曼3 ご打夕937



資本的収ো及ぴ੍出の部
収 入 (単位ご剛

区 分 ー杆 定 額

款 項 ᕃ
N

行 額 予定額との比較 “

l, 資ノlく的l反入 192牢ODO

口 l貫有 当 初l補 正 流৷鎮 小計l燥越暑こ匿 合 計 執 ′
l梟

O lfl乙OOO 〇 l誓)2、OOO (蔓【暮,O5曼蔓 125丑42

_ 階 ᕅ\苓着 lll乙OOO
梟

Ol l誓)曼乙礁)OO 豊 l92,000 (躊[塁,O5吾寡 魑5襄fᗜZ

,__ 階ᕅ\全 lf)寶,OOO
梟

〇 l 蔓)2、OOO [葦[葦,O5著彊 l2颪胴2Ol l 誓)2,000

埠文 ヌ\ 七矛 吾+ 19ZO0Ol 梟 O lO2,000 梟 l92,000 (葦〔う,O5答曼 l2丘9ニ盤

支 出 (単位ご剛
区 分 予 定 額

諒 項 日 箭 几l 初 補 正 流 用 額 ノ卜 計 越 額 計
執 禾f 額 予定額との比較

l, 資ノl雙ᘥ1勺੍出 l_O2,000 O O lO2,000 O lO2,000 (簀0,05賽ご零 l實༣颪O42

辟苳 t公狗州川u小い赴岬 l_暑)2,000 O O l暑)蔓乙,川)O lfl二紊OOO (葦O襄O5箋蔓 125腿42

l ᗜ腿錘 O O O O O O O

2 州苳 O O O O O O O

嚢曼 O O O O O O O

4 工 軍牢 O O O O O O O

ご互 ધデ༣ᕃ利′巴、 l_l)2,000 O O l_O2,000 lO2,000 OO几)5き蔓 l25,ᵗ੸༣

(五 竇誓′・誓ᕅl苳賀′ O O O O O O O

l . 葺′尚 ᕅჱ竇品 雹實五' O O O O O O O

ご値避令 O O O O O O O

l ′辟遁壺 O O O O O O O

荳老 ᗜゴ そ計 盲十 192,O0Ol O O l92,000 O l92,000 (逍,O畳蔓8 I2丘O42



資金執行計算
(単位コ円)

受 入 資 金 工5,578,04O

事業牧益
事業外収菴
長期惜入金
前年度繰越金

O
2O,152
66,O58

15,491,83O
支 払 資 金 158,121

販売輩及び঳般管理買
公有地取得事業賽
憤 還 金

9乙O6實蓋

(う(う,O5巨蔓

O
O前年度末払স

羞 引 15,419,919
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損益計算書

(平成28年4月1日箇平成29年3月31

l事業収益
U)公有৷地売却収菴

事業収益合計
_____ᗜ༣

2事業原価
(l) 公有用地充却原価

事業原価合計
事業総利益

_____其工

3販売賽及び঳般管理賽
H)販売費及び঳般管理萱 盟』舶

販売賽及び঳般管理賽合計
事業損失

4事業外収益
(l) 畳圭ປ叉ᑻU虐圭 20,152
(戮 雑制拠益

事業外収益合計 _____其乙

当狗訓夏糾珪具失 71911

_延ぅ_

単位ご円)

_____其乙

_____其乙
_____其乙

9乙O6實餐

9乙O6苳饗

2O,152



財産৯録
資産の部

平成29年3月 31 日
憚位平諭

岡 渝 三目 彊璧<ᕃ丁三曰 金 額
辟〉 哨蕾量 潭 く薨濡濫 辟ぃ>ノ\

ノ\

持 笛 哮 哨 邇蒟 苗ご

15蕗4O4,919
1O蕗OOO,OOO
19,344,956

尉 曼拙〉 冊

蔓杆濫

雕譁

乙\ 重
口 44,749,875

負債の部
平成29年3月 31 日

憚位平諭
区 分 イ昔入宣握等 ノ奄 額
長剛剖途 碧海信用金庫豊朋支店

西尾情用金庫豊朋支店
1ご塞蒙5ごぅ5,28毒ヨ
5,794,668

合 計 19,329,956

_7-



芽亭業I京伯宙計・算੉
(平成28年4月1日箇平成29年3月31日)

名彊名写竇童名匿′tx竇竇x \ノ\ノ\ノ\ノ\_ノ遷ノ箇>/醐濃倫聯諒邇畫
群_ᕃ

誓王辻\“跚菩l-蕗)໢ᅚ蓑苦儘 跚雷帷軍帷帷畫

跚業萱

当年度取得事業原価
前年度末未処分৷地
当年度৷地売却原価
当年度末৪処分৷地

〇

くコ

〇

〇

6丘O5巨蓄

O

ー乏ぅー

(単位:円)

66,058
工9,27巨蓄,毒名9巨蔓

O
ੵ9,賣畳44,9荳蓄f蔓



貸イ昔対照表
(平成29年3月31日現在)

資 産 の 部
1流動資産
ᚯ)税স及び頂স l5,404,9l9
燧)公有用地 ]牢苳344漉956 (※1)

流動資産合計
2聞定資産
U)投資その他の資産 lO亨OOO〒OOO

(単位:円)

34,749,875

固定資産合計

資 産 合 計

� 債 の 部
1題定負偵
U)良期惜入金 19蕗329?956

工0,000,000

44,749,875

聞定負債合計

� 債 合 計

資 本 の 部
1資本金
U)基本財産 l0,000,000

工誓玉,實遷2書互,95(蔓

工薯},實蔓2書互,誓}56

資本余合計

2準備金
ᚯ)前期繰越準備স 工5,49l遁蔓苳うO

工0,000,000

燧)当期純損失 7l,9ll
準備金合計

資 本 合 計

歪貪債・資本鞠計

1 l{舌l別法によるj京価法に依つてお り ます

_9_

15蕗419,919
箋丘4工砥9l9

44,749,875



キヤツシユ・フロー計算書

(平成28年4月l曰箇平成29年3月3l

I事業活動によるキヤツシユ・フロー
公有地取得事業収ো
公有地取得事業支出

人件豊支山
その他の業務੍甯
小計

利息の受取額

修[〉修修

事業活動によるキヤツシユ・ブロー 企

II投資活動によるキヤツシュ・フロー

I咽財務活勤によるキヤッシユ・フロー
শ期借োれによる収ো
শ期借োসの返済による੍出

財務活動によるキヤツシユ・ブઠー

IV現金及ぴ現金同等物減少額

叉ズ現স及ぴ現স同等物期੣残ৈ
VI現স及ぴ現স同等物期末残ৈ

梟l〔二〕梟

(単位ご円)

O

6(駕O5毒名

2O,OOO
7乙O6實う

l荳玉巨蔓,l2l

2O,152
工實打,9(う9

O

6(駕O5毒蔓

O

(蔓(蔓,O5毒蓬

′フl,9工工

荳軍,乙l7(葺,8苳うO

5,404,誓豊工誓曼



剰余 蕗 書闔〉 君昌' 泡〉 戰ー 判1I柔

(単位 円)
1 前年度繰越乗ll余স 15,491,83O

2 当 年 度 損 失 71,911

੸れを次のとおり処分するものとする。

年 度 越 乗り 15,419,919

梟ll梟



平成28年度決算付届朋細書

豊朋市ଅ地開発公社



平成28年度 公有用地朋細衷
(平成 2 8年4月1日箇平成29年3月31日) (卑イ立 円 益)

事業冬 )喘 牢賃 期૒曽ৡઠৈ `牢貢期減少高 期 末 残 高 辟

犬根若盂子線用地 ----- --ゴ

冊_ 覇誓l〉d丁蓋蓋誓蓬孤目唖群
型 壺皿

目 期 首 残 高

ᕃ 千l茎 _____ ___________________ __杢_ぞ圭蕗_餐蔓繁蕗_箋蔓鱚
....__ぞ鱚蔓蔓萎_e_鱚_雀婁_

圭珪_婁_e_Q_蚕曼_そ毫_
15,OOO巾已譯

____________巨巨櫑鱚箋蔓_
O

_ ______________________________________軽
.......... __

〇〇

圭_ぞ篆蕗_蓋暮曼畳蕗_箋蔓_l夏_Q__
____于鱚蔓苳萎_e_鱚_そ婁_
________ _箋鱚e__杢_託毫_箋_

工5,OOO(間৪町鷭根地内)
l9,27巨蓬,巨蔓9巨蔓 6丘O5巨蓬 〇 工9,匿蔓4孝l,95そ蔓

面 禾責 工74.00 0.00 要蔓 くコの 工74.00

梟臺:T梟

合 計 覇峯粋蓋菩町৯)IIl圭達辟蓬

ノ\ 葦区 _____ _____ __ 14,ご蓬誓蔓9,毒苳OO O 〇 l4,竇葺巨葺9,巨箋OO

____ __ 4,7實蓬實蘆,O正4 O 〇 4,7竇蔓畳葦,Oੵ4
利 息 l乙l工,O巨蔓4 6丘O5巨蔓 〇 夏乙O7,工4曼乙

15,000 O 〇 工5,000
計 l9,27巨蔓,巨蓬9巨蔓 6観O5巨蔓 〇 工9,匿葺蓬4乙l,養蔓56

面 禾貢 工7孝其OO 0.00 薯コ くコ〇 工74.00



長 期 イ昔 入 金ク 朋 細 表
〈単位 ご 円)

Iメ_ 分 偕人 先 qヒっ 惜入年月 口 措 入方法 則 曽-タ蒙 当勤±曽加ৈ 当勒減少-毒^ 残 高′ ′ゴ ぃけ・_櫑1年内邉zผ予定賓曾} ーブ �
প根君王৕緑昇蔓地 ・ᕃ ー

手

প根君王৕緑৷૒l互 ー ー

l_3,ノl88_O2l_ 4盂2旺蔓7 O l_S,5S5,288 H曼乙5

〔鳩৪町、鶴根地内) 西尾_l匿荳金 O.曾逸5 曰26.03.2O 牢形 5,775,877 l_8 ,79l_ O 5,794,(葺(玉8 lーl實苳夏)

合 / // エ9,2モ蔓3,毒ヨ9毒ヨ 66,O58 O 19,329,956
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事業収益朋細表
(単位 ご 円)

科 目 額 摘 要

公有地取得事業収益 公有৷地売去「l収益 O

合 計 | O

事業原価朋細表
(単位 こ 円)

科 目 額 摘 要

公有地取得串苳業原価 公有৷地売去「]原価 O

合 計 | O

資本金明細表
(単位 ご 円)

区 分 出資岡体篆名1 才商 要

基 本 財 明 市 1O,OOO,OOO

合

梟l5梟



平成 2 8年度豊朋市ଅ地開発公社事業実紊責
取 得

烙 � 在 面禾貢(nそ) 地目 金 額(円) 事業報告No

都市ェ誉l・画道路৷૒也 174. OO 66, 058
ᕅ交根若 l三子線用地 間৪町鶴根地内 17ユぃ OO 宅地 6姪ぅ, 058 川

合計 苳 苳

処分
業奇ごn � 在 面禾貢(n^壺) 地目 金額(円) 事業報告No

合 計 O_ OO O

梟16梟



箋央算審査意見書

平成 2 8 年度豊朋市ଅ地開発公社収੍決算並びに関係書類について豊

朋市ଅ地開発公社定訣第24条の規定により審査したところ適正に処理
されていることを認めます。

なお、৷地の取得、処分にっぃては、今後も、ଅ地取得の৯的及ぴ資
স計画をે分勘案 し、 公社蔓重営がl達全かつ円滑に推進でき る よ う 万全を

期され7遁二いo � `

平成29年4月18日

豊朗市ଅ地開発公社理事শ 殿

豊朋市ଅ地開発公社

監事 2匿州 苳昇t
監事 塚壺夕、ュ、苳千豪老雷

梟l7梟
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平成2 9年度

事業計画及ぴ収੍予算書

豊朋市ଅ地開発公社

平成乙塾年音月11日 蓋

19



平成 2 9 年度豊朋市ଅ地開発公社事業計画

事業灸昌 取得面禾貢 処分એᑻ萱
2 2

打] l丁l

O. OO O. OO

梟20梟



(潅往༏り)

平成29年度豊朋市ଅ地開発公社予算

ー遁ー^ 几^ フ・ ヲー
の 、一第1条 平成29年度豊明Ⴎ泄地開発公社 収੍予算は、以下に定めると

ろによる

(収益的収ো及び੍出の予定)

第2条 牧益的牧入及び支出の予定額を次のとおり定めるo

牧 入

第1款
第1項
第2款
第1項
第2項

支 出

第1款
第1項
第2款
第1項
第3款
第1項

事業牧益
公有地取得事業牧益

事業外収益
受取利息
雑収益

収ো合計

(単位

O
O

l3O
l2延夏

l
l3O

事業原価
公有地取得事業原価

販売萱及び঳般管理萱
販売贄及び঳般管理贄

予備賽
予備費

支出合計

(単位

O
O

盤5

盤5

5
5

l3O

梟21梟

千円

千円



(資本的収ো及び੍出の予定)

第3条 資本的収ো及び੍出の予定額を次のとおり定めるo

収 人

第1款
第1項

(資本的収ো額が資本的੍出額に対し不ଌした場合、当年度

遷誓フ枚有勺理叉叉\
惜入金

収ো合計

(単位

lO6
lO6
lO6

分損益勘定留保資সで補填するものとする。)

支 出

第1款
第1項
第2項

(惜入金)

第4条 資金の惜入方法及び惜入限度額並びに債還方法を次のとおり定めるo

爾蓋碓壽面

湯

逍ナ逍ナ轄瀕轄商群

度

還

資木肋支出
公有地取得事業賽
債還金

支出合計

(単位

lO6
lO6

O
lO6

事業資金にあてるため
乙 OOO, OOO千円以内
市Ⴎস融機関 下形惜人
年利4_ O%以内
ଅ地売却代সを牧納した都度屓還するものとするo

梟22梟

千円

千円



I 平成29年度豊朋市ଅ地開発公社予算執ষ計画

収益的収ো及び੍出

I反 入 〈単位 千円)
款 項 目 箭 金 額

1事業収益 O
l 公有地取得 蓬簀牢業ll又益 O

1 公有用地売却収益 O
2事業外収益 旧O

1受取利息 l鵬

1受取利息 盤9

2雜収益 l
l雑収益 l

収 入 合~蓄l 囁O

支 出 〈単位 干円)
款 項 目 箭 金 額

1事業原価 〇

1 公有地l|叉得享牢業原仰] 〇

1 公有用地売去川京価 〇

2販売萱及ぴ-般管理賽 退5

l賑売買及ぴ `般管碑萱 遡5

1人件萱 4O
1報酬 4O

2経贄 鱚
1旅賽 l
2交際萱 l
3需用萱 鵬

4役務豊 辟一L

5負担金 辟一L

6公租公課 ー齔 ぃーA

3矛備賽 〇ゴ

1予備賽 〇ゴ

l予備贄 仁刀

支 出 合 計^ 逍O

梟23梟



資本的収ো及び੍出

球又 入 〈単イ杭 干円)
款 エ亘

1資本的収ো 鵬6

1借入金 鵬6

1借入金 鵬6

球又 入 ഠ畳 計

目 い 箭

鵬6

(資本的収ো額が資本的੍出額に対し不ଌした場合、当年度
分損益勘定寓保資সで補填するものとする。)

支 出 (単位 干円)
エ頁 口 貢′百 額

1資本的支出 鵬O

1 公有地耳叉得事業萱` 鵬O

1用地賽 O
2補債贄 O
3委託料 O
4ੵ寿萱 O
5੍払利息 孤O

6需用贄 O
1消耗品賽 O

2債還金 O
l惜入債還金 O

灣 合計 鵬6

梟24梟



苳江 資ぅ金言+面竇書

(寡郵立 牢F円)

[董 分 前年度決算ৄ込額 当年度予算額 増減(企)
受入資金宣 l5,504 l5,042 78

(D事業収益
(鴎事業外収益
(め長期借入金

(釣前年度繰越金

O

2O

67

l5,477

O

l3O

lO6

l5,4OO

llO

39

乙苳 7l

三茫払資স l58 231 7畳

(D販売贄及び঳般管埋賽
(鴎公有地取得事業賽
(硼債還金

(釣前年度未払স

Ol

67

O

O

l25

lO6

O

O

34

39

盂 彊| l5,4OO l5,4ll

梟25梟



班 予莫官損盆蓬計套享書

〈平成2 9年4月 1 日~平成3 O年3月 3 1 日)

1事業収益
(1)公有৷地売却収益

韮茱収益合計

2事業原価
(1)公有৷地売却原価

事業原価合計
韮業総利益

3販売賽及び঳般管理賽
〈l)販売贄及び^般管理豊

販売賛及び঳般管理賽合計
韮業損矢

4事業外収益
(l) 壺臺耳叉禾比富、 129
(2)染御反益圭

串業外収益合計

当年度純利益

梟26梟

単位 干円

l實乙5

l25

l3O



頂 予冠荳事男蔓原佑計套享書

〈平成2 9年4月 1 日~平成3 O年3月 3 1 日)

1 公有用士也耳^文得事業萱牢
(l) ৷地萱・
(2) ネ甫イ萱萱・
(ご畫) 委託料
(4) 工事買濠

(6)需用贄

当年度ປ叉得事業原価
前年度末未処分৷地
当年度৷地売去|]原佃ゴ
当年度末未処分৷地

( 5 ) 支才ム利息 106

梟27梟

(単イয় 干円)

106
l9,344

O

l9,社巴O



V 予冠੉貸徨対༏寮

資渥壹の音K
1流動資産
(1)現金及び預金
(2)公有用地

流動資産合計

2聞定資産
<l)投資その他の資産

置定資産合計

資冠歪合言十

造宣 住誉 ぴ) 音B
1聞定負債
(1)長期借入金

造貪債そ矛計

資オ夏の音E
1資本金
〈1)墓本財産

資本金合計

2準備金
(1)前期繰越準備金
(2)当期純利益

準備金合計

資埖藁合੉ે

歪裏債・ 資本鍮合計

表
〈平成SO年3月 3 1 目

5

梟28梟

君そ葺)

15,411
19,45O

l0,000

l9,435

l0,000

l5,42l

(単位 干円)

34,861

l0,000

44,86l

l9,435

l0,000

l5,42O

2巴,426

44,86l



報告第６号 

 

   専決処分事項の報告について  

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、損害賠償の額を別添のとおり

専決したので、同条第２項の規定により議会に報告する。  

 

  平成２９年６月１日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      



専決第３号 

 

損害賠償の額の専決処分書 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、損害賠償の額を専決する。  

 

平成２９年５月１６日専決 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 損害賠償額  金３８，０００円 

２ 原   因  学校用務員による草刈中の物損事故 

３ 事故の概要 

 （１）事故の発生日時  平成２９年４月２７日 午後２時３０分頃 

 （２）事故の発生場所  豊明市立沓掛中学校職員駐車場地内 

 （３）事 故 の 経 過  職員駐車場の草を刈るため、学校用務員が草刈機 

を使用した際、石を跳ね上げてしまい、敷地内に停 

車していた教諭の車両の窓ガラスを割ったもの 

 （４）相 手 方 の 損 傷  車両の助手席窓ガラスを割る 

 （５）過 失 割 合  豊明市１００％、相手方０％ 

 



議案第４２号 

 

   豊明市農業委員会の委員の任命につき認定農業者等が委員の過半数を占 

めることを要しない場合の同意について 

 豊明市農業委員会の委員の任命につき、委員の少なくとも４分の 1 を認定農

業者等とするものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典 

 

  説 明 

 この案を提出するのは、認定農業者等が委員の過半数を占めることを要しな

い場合において、農業委員会等に関する法律施行規則（昭和２６年農林省令第

２３号）第２条第２項を適用する場合は、議会の同意を得るため必要があるか

らである。 



議案第４３号 

 

   農業委員会の委員の任命について  

下記の者を農業委員会の委員に任命するものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市阿野町＿＿＿＿＿＿＿＿ 

氏  名   三 浦 三 省 

生年月日   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

   説 明 

この案を提出するのは、農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第４４号 

 

   農業委員会の委員の任命について  

下記の者を農業委員会の委員に任命するものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市前後町＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

氏  名   堀 田 勝 司 

生年月日   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

   説 明 

この案を提出するのは、農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第４５号 

 

   農業委員会の委員の任命について  

下記の者を農業委員会の委員に任命するものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市栄町＿＿＿＿＿＿＿ 

氏  名   青 木 規 久 範 

生年月日   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

   説 明 

この案を提出するのは、農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第４６号 

 

   農業委員会の委員の任命について  

下記の者を農業委員会の委員に任命するものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市沓掛町＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

氏  名   五 味 範 俊 

生年月日   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

   説 明 

この案を提出するのは、農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第４７号 

 

   農業委員会の委員の任命について  

下記の者を農業委員会の委員に任命するものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市沓掛町＿＿＿＿＿＿＿ 

氏  名   水 谷 文 和 

生年月日   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

   説 明 

この案を提出するのは、農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第４８号 

 

   農業委員会の委員の任命について  

下記の者を農業委員会の委員に任命するものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市新田町＿＿＿＿＿＿ 

氏  名   山 田  修 

生年月日   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

   説 明 

この案を提出するのは、農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第４９号 

 

   農業委員会の委員の任命について  

下記の者を農業委員会の委員に任命するものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市間米町＿＿＿＿＿＿＿＿ 

氏  名   安 江 真 理 子 

生年月日   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

   説 明 

この案を提出するのは、農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第５０号 

 

   農業委員会の委員の任命について  

下記の者を農業委員会の委員に任命するものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市栄町＿＿＿＿＿＿＿ 

氏  名   野 村 寿 子 

生年月日   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

   説 明 

この案を提出するのは、農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第５１号 

 

   農業委員会の委員の任命について  

下記の者を農業委員会の委員に任命するものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市間米町＿＿＿＿＿＿＿ 

氏  名   鈴 木 幹 枝 

生年月日   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

   説 明 

この案を提出するのは、農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第５２号 

 

   農業委員会の委員の任命について  

下記の者を農業委員会の委員に任命するものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市沓掛町＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

氏  名   加 藤 延 保 

生年月日   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

   説 明 

この案を提出するのは、農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第５３号 

 

   農業委員会の委員の任命について  

下記の者を農業委員会の委員に任命するものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市阿野町＿＿＿＿＿＿ 

氏  名   加 藤  誠 

生年月日   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

   説 明 

この案を提出するのは、農業委員会等に関する法律第８条第１項の規定に基

づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第５４号 

 

 

 

 

 

平成２９年度 

 

 

豊明市一般会計補正予算書（第１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第５４号 

平成２９年度豊明市一般会計補正予算（第１号） 

 平成２９年度豊明市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４９，２２７千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１９，５２５，２２７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の 

 歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

    平成２９年６月１日提出  

                                  豊明市長    小 浮 正 典 

1



2

套菩 1 皐臺 堤蔓 叉\ 堤琵 目ゴ 着蕗 箋享 有甫 工E

喬荒 j及 冥匡右乞 ヱ 守牢ૺ
款 項 補正前の額 補 正 額 蓋†

17繰入金
526,O68 49,227 575,205

1基金繰入金
517,611 49,227 506,838

當် 叉\ 看豪 言十 19,476,000 49,227 l9,525,227



3

歳 出 単位:๝円
款 ヱ亘 補正前の額 補 正 額 計

4 程ஒে在畫謇
l, 444, 472 4養致, 227 l, 4誓盤, 699

2 lஒ調蛋謇
799,O42 49,227 848,269

嵩萱 目ゴ 老豪 言十 19,476,OOO 49,227 19,525,227



4

歳ো歳出予算補正事項別朋細書
瘍壺 又\

17 款 繰入金
1 ヱ亘

目 補正前の額 補 正 額 計

1_ 財政言周整基金繰入金 500, OOO 49, 227 549, 227

計 5l7, Oll 4蔓蔓, 227 5廷葦匿う, 箋蔓38



5

単位 ご 千円

 �

区 分 金 額 説 明

l_ 財政吉周整基金繰入金 49, 227 財政言周整基金繰入金 49, 227 ૒曽



6

歳 出
4款 偉壬生費

2エ亘 清掃賣

目 苳壺正霆 補正暑こ賞 計
貢′百

区分 金額

2. 匿芥処௣౔萱' l50, 456 4曼蔓, 227 l誓曼9, 683

計 7延拍, O42 4延募, 227 84狂騒 269

1こぅ. 5, 487

15. ੵ事੉ஒ負費 4こ曼ュ, 740



7

� 単位 ご 千円
補正額の財源内ロ尺

事業 特定財 源 一般 説 明
県支出金 地方イ責 その他 財 源

S 挙芽杉雙敏荳請雀 49,227
進事業

49,22 7

ଅ壊等分析੉周査委託料 5, 487
沓掛堆肥セン෌ー解体ੵ4毯腱O
事賽

計 49,227 49,22 7

49,227 49,22 7



議案第５５号 

 

豊明市コミュニティ・スクール推進委員会設置条例の制定について  

 豊明市コミュニティ・スクール推進委員会設置条例を別添のように定めるも

のとする。  

 

平成２９年６月１日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

 この案を提出するのは、地方自治法第１３８条の４第３項の規定に基づき、

附属機関の設置について定める必要があるからである。  



豊明市コミュニティ・スクール推進委員会設置条例 

 

（設置） 

第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年

法律第１６２号）第４７条の５に規定する学校運営協議会の設置及び運営に

ついて必要な事項を検討するため、豊明市立小中学校（以下「学校」という。）

にコミュニティ・スクール推進委員会（以下「推進委員会」という。）を設

置する。 

（推進委員会を設置する学校） 

第２条 推進委員会を設置する学校は、豊明市立三崎小学校とする。 

（担任事務） 

第３条 推進委員会の担任事務は、次に掲げる事項とする。 

（１） 文部科学省から委託されたコミュニティ・スクール導入等促進事業 

に関すること。 

（２） その他学校運営協議会の設置及び運営に係る検討に関すること。 

（組織） 

第４条 推進委員会は、委員１３人以内をもって組織する。 

２ 推進委員会の委員は、次に掲げる者のうちから豊明市教育委員会が委嘱す

る。 

（１） 学校支援室長 

（２） 豊明市立三崎小学校の校長 

（３） 豊明市立三崎小学校のＰＴＡの代表 

（４） 豊明市立三崎小学校の地域の代表 

（５） その他教育長が必要と認める者 

（任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 推進委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 



３ 委員長は、推進委員会の議事を運営する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 推進委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、議

長となる。 

２ 推進委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 推進委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

 （関係者の出席等） 

第８条 推進委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意

見若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求めることがで

きる。 

（庶務） 

第９条 推進委員会の庶務は、豊明市立三崎小学校において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、推進委員会の運営に必要な事項は、

委員長が推進委員会に諮って別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



議案第５６号 

 

   豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を別添のように

定めるものとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、児童福祉法の一部改正に伴い必要があるからである。 

 

 



豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

   

 豊明市職員の育児休業等に関する条例（平成４年豊明市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

 第３条第５号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について児童

福祉法第３９条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６

項に規定する認定こども園又は児童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保

育事業等（以下「保育所等」という。）における保育の利用を希望し、申込み

を行っているが、当面その実施が行われないこと」を加える。 

 第４条中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について保育所等に

おける保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われな

いこと」を加える。 

 第１０条第６号中「別居したこと」の次に「、育児短時間勤務に係る子につ

いて保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その

実施が行われないこと」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第５７号 

 

   豊明市税条例の一部改正について  

 豊明市税条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

 平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典  

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正に伴い必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



豊明市税条例の一部を改正する条例 

 

 豊明市税条例（昭和４７年豊明市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。 

第５７条の３の次に次の１条を加える。 

（法第３４９条の３第２８項等の条例で定める割合） 

第５７条の４ 法第３４９条の３第２８項に規定する市の条例で定める割合は、

２分の１とする。 

２ 法第３４９条の３第２９項に規定する市の条例で定める割合は、２分の１

とする。 

３ 法第３４９条の３第３０項に規定する市の条例で定める割合は、２分の１

とする。 

附則第５条第１項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める。 

附則第１０条の２第６項中「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附則第１

５条第３２項第１号イ」に改め、同条第７項中「附則第１５条第３３項第１号

ロ」を「附則第１５条第３２項第１号ロ」に改め、同条第８項中「附則第１５

条第３３項第２号イ」を「附則第１５条第３２項第２号イ」に改め、同条第９

項中「附則第１５条第３３項第２号ロ」を「附則第１５条第３２項第２号ロ」

に改め、同条第１０項中「附則第１５条第３３項第２号ハ」を「附則第１５条

第３２項第２号ハ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第３９項」を「附

則第１５条第３７項」に改め、同条中第１２項を削り、第１３項を第１４項と

し、第１１項の次に次の２項を加える。 

１２ 法附則第１５条第４４項に規定する市の条例で定める割合は、３分の１

とする。 

１３ 法附則第１５条第４５項に規定する市の条例で定める割合は、３分の２

とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

ただし、次に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 



（１） 附則第５条第１項の改正規定及び次条の規定 平成３１年１月１日 

（２） 附則第１０条の２第１３項を同条第１４項とし、同条第１１項の次

に２項を加える改正規定（同条第１３項に係る部分に限る。） 都市

緑地法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第２６号）の施行の

日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 前条第１号に掲げる規定による改正後の豊明市税条例の規定中個人の

市民税に関する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の市民税について

適用し、平成３０年度分までの個人の市民税については、なお従前の例によ

る。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部 

分は、平成２９年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２８年

度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第５７条の４の規定は、平成３０年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用し、平成２９年度分までの固定資産税については、なお従前の例

による。 

３ 平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日までの間に新たに取得され

た地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成２９年法律

第２号）による改正前の地方税（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条

第４０項に規定する機器に対して課する固定資産税については、なお従前の

例による。 



議案第５８号 

 

   豊明市都市計画税条例の一部改正について 

 豊明市都市計画税条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとす

る。 

 

 平成２９年６月１日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典  

 

   説 明 

 この案を提出するのは、地方税法等の一部改正に伴い必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



豊明市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

 豊明市都市計画税条例（昭和４７年豊明市条例第４５号）の一部を次のよう

に改正する。 

附則中第１５項を第１７項とし、第１４項を第１６項とする。 

 附則第１３項中「第２８項、第３２項、第３７項、第４２項」を「第２７項、

第３１項、第３５項、第３９項、第４２項、第４４項」に改め、同項を附則第

１５項とする。 

附則第１２項中「附則第２項及び第４項」を「附則第４項及び第６項」に、

「附則第２項及び第５項」を「附則第４項及び第７項」に、「附則第３項、第

５項及び第６項」を「附則第５項、第７項及び第８項」に、「附則第５項から

第７項まで」を「附則第７項から第９項まで」に、「附則第７項」を「附則第

９項」に、「附則第８項から第１０項まで」を「附則第１０項から第１２項ま

で」に、「附則第９項」を「附則第１１項」に改め、同項を附則第１４項とし、

附則第７項から第１１項までを２項ずつ繰り下げる。 

附則第６項中「附則第２項」を「附則第４項」に改め、同項を附則第８項と

する。 

附則第５項中「附則第２項」を「附則第４項」に改め、同項を附則第７項と

する。 

附則第４項中「附則第２項」を「附則第４項」に改め、同項を附則第６項と

し、附則中第３項を第５項とし、第２項を第４項とし、第１項の次に次の２項

を加える。 

（法附則第１５条第４４項の条例で定める割合） 

２ 法附則第１５条第４４項に規定する市の条例で定める割合は、３分の１と

する。 

（法附則第１５条第４５項の条例で定める割合） 

３ 法附則第１５条第４５項に規定する市の条例で定める割合は、３分の２と

する。 

   附 則 

（施行期日） 



第１条 この条例は、公布の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。

ただし、附則第１項の次に２項を加える改正規定（附則第３項に係る部分に

限る。）は、都市緑地法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第２６号）

の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市都市計画税条例の規定は、平成２９年

度以後の年度分の都市計画税について適用し、平成２８年度分までの都市計

画税については、なお従前の例による。 

 



議案第５９号 

 

   豊明市保育所保育の実施条例の一部改正について 

 豊明市保育所保育の実施条例の一部を改正する条例を別添のように定めるも

のとする。 

 

  平成２９年６月１日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典    ＿ 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、子ども・子育て支援法施行令等の一部改正に伴い必

要があるからである。 

 



豊明市保育所保育の実施条例の一部を改正する条例 

    

豊明市保育所保育の実施条例（昭和６２年豊明市条例第２号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条第１項中「第５６条第３項」を「第５６条第２項」に改め、同条第２

項中「平成２４年法律第６５号」の次に「。以下「法」という。」を加える。 

 別表中 

「 

各月初日の保育の実施児童の属する世帯の階層区分 

階層区分 定義 

」 

を 

「 

階層 支給認定保護者の区分  

」 

に、「生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護を受けてい

る世帯」を「保育のあった月において被保護者等又は里親」に、「市町村民税

非課税世帯」を「市町村民税を課されない者」に、「Ａ階層を除き、世帯にお

ける市町村民税の所得割額」を「市町村民税所得割合算額」に、「その他の世

帯」を「それ以外」に、 

「 

９，５００  ８，１００  

」 

を 

「 

９，０００  ７，６００  

」 

に、 

「 



８，１００  ６，７００  

」 

を 

「 

６，０００  ４，６００ 

」 

に改め、同表備考第１項を次のように改める。 

１ この表において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 （１） 支給認定保護者 法第２０条第４項に規定する支給認定保護者をい

う。 

 （２） 被保護者等 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１

項に規定する被保護者及び支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第１項に規定する支

援給付をいう。第６号において同じ。）を受けている者をいう。 

 （３） 里親 児童福祉法第６条の４に規定する里親をいう。 

 （４） 市町村民税を課されない者 子ども・子育て支援法施行令（平成２

６年政令第２１３号。以下「政令」という。）第４条第２項第７号の

規定による場合における当該支給認定保護者をいう。 

 （５） 市町村民税所得割合算額 政令第４条第１項第２号に規定する市町

村民税所得割合算額をいう。 

 （６） ひとり親家庭等の世帯 支給認定保護者又は当該支給認定保護者と

同一の世帯に属する者が次のいずれかに該当する場合をいう。 

  ア 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者及び支援給付を必要とす

る状態にある者 

  イ 子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第２ 

２条各号に定めるもの 

別表備考第２項中「市町村民税所得割額」を「市町村民税所得割合算額の算

定における所得割額」に改め、「同一世帯に属して」を削り、同表備考第３項



を次のように改める。 

３ Ａ階層からＤ８階層までに掲げる者のいずれにも該当しない支給認定保護

者については、Ｄ９階層に該当する者であると推定する。 

別表備考第４項及び同表備考第５項を削り、同表備考第６項中「徴収基準額

表」を「この表」に、「１００円未満は切り捨てる。」を「１００円未満の端

数があるときは、これを切り捨てた額」に改め、同項を同表備考第４項とし、

同表備考第７項から同表備考第９項までを削り、同表備考第４項の次に次の４

項を加える。 

５ 前項の規定にかかわらず、同一世帯に負担額算定基準子ども（政令第１４

条各号列記以外の部分に規定する負担額算定基準子ども及び市長が別に定め

る者をいう。）である小学校就学前子どもが２人以上いる場合において、当

該負担額算定基準子どもである小学校就学前子どものうち、第２子である児

童に係る徴収額はこの表の徴収額（月額）の欄に掲げる額に２分の１を乗じ

て得た額（１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、

第３子以降の児童に係る徴収額は０円とする。 

６ 前２項の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額５７，７００円未満

の支給認定保護者に特定被監護者等（政令第１４条の２第１項に規定する特

定被監護者等をいう。以下同じ。）が２人以上いる場合において、当該特定

被監護者等のうち、第２子である児童に係る徴収額はこの表の徴収額（月額）

の欄に掲げる額に２分の１を乗じて得た額（１００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額）とし、第３子以降の児童に係る徴収額は０円とす

る。 

７ 前３項の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額７７，１０１円未満

のひとり親家庭等の世帯の支給認定保護者に特定被監護者等が２人以上いる

場合においては、当該特定被監護者等のうち第２子以降の児童に係る徴収額

は０円とする。 

８ 月途中入退所児童に係るその月の保育料は、次の日割り計算式により算出

する。この場合において、算出された額に１０円未満の端数があるときは、

これを切り捨てるものとする。 

（１） 月途中入所児童の場合 この表及び前各項の規定により算出された



額×その月の月途中入所日からの開所日数（２５日を超える場合は２

５日）÷２５ 

（２） 月途中退所児童の場合 この表及び前各項の規定により算出された

額×その月の月途中退所日の前日までの開所日数（２５日を超える場

合は２５日）÷２５ 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市保育所保育の実施条例別表の規定は、

平成２９年度以降の入所分に係る保育料から適用し、平成２８年度以前の入

所分に係る保育料については、なお従前の例による。 

 （平成２７年度及び平成２８年度の入所分に係る保育料における読替え） 

第３条 前条の規定によりなお従前の例によることとされる場合における平成

２７年度の入所分に係る保育料に関する豊明市保育所保育の実施条例施行規

則の一部を改正する規則（平成２８年豊明市規則第６２号）による改正前の

豊明市保育所保育の実施条例施行規則（昭和６２年豊明市規則第５号）別表

第１の規定の適用については、同表備考第３項中「豊明市保育料徴収基準額

表（以下「徴収基準額表」という。）における階層が、Ｃ階層からＤ９階層

までに属する世帯で２人以上の児童が入所しているものの徴収額は、次表に

より算出された額を合算した額（１００円未満は切り捨てる。）とする。」

とあるのは、「同一世帯に負担額算定基準子ども（子ども・子育て支援法施

行令（平成２６年政令第２１３号）第１４条各号列記以外の部分に規定する

負担額算定基準子どもをいう。）である小学校就学前子どもが２人以上いる

場合において、当該負担額算定基準子どもである小学校就学前子どものうち、

第２子である児童に係る徴収額はこの表の徴収額（月額）の欄に掲げる額に

２分の１を乗じて得た額（１００円未満の端数があるときは、これを切り捨

てた額）とし、第３子以降の児童に係る徴収額は０円とする。」とする。 

２ 前条の規定によりなお従前の例によることとされる場合における平成２８

年度の入所分に係る保育料に関する豊明市保育所保育の実施条例施行規則の



一部を改正する規則（平成２８年豊明市規則第６７号）による改正前の豊明

市保育所保育の実施条例施行規則別表第１の規定の適用については、同表備

考第４項中「徴収基準額表における階層が、Ｃ階層からＤ９階層までに属す

る世帯で２人以上の児童が入所しているものの徴収額は、次表により算出さ

れた額を合算した額（１００円未満は切り捨てる。）とする。」とあるのは、

「同一世帯に負担額算定基準子ども（子ども・子育て支援法施行令（平成２

６年政令第２１３号）第１４条各号列記以外の部分に規定する負担額算定基

準子どもをいう。）である小学校就学前子どもが２人以上いる場合において、

当該負担額算定基準子どもである小学校就学前子どものうち、第２子である

児童に係る徴収額はこの表の徴収額（月額）の欄に掲げる額に２分の１を乗

じて得た額（１００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、

第３子以降の児童に係る徴収額は０円とする。」とする。 



議案第６０号 

 

   豊明市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関す

る条例の一部改正について 

 豊明市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する条

例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

  平成２９年６月１日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典    ＿ 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、子ども・子育て支援法施行令等の一部改正に伴い必

要があるからである。 

 



豊明市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関す

る条例の一部を改正する条例 

 

豊明市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担に関する条

例（平成２７年豊明市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 別表を次のように改める。 

別表（第３条関係） 

階

層 

支給認定保護者の区分 利用者負担額

（月額） 円 

１ 特定教育・保育等のあった月において被保護者等で

ある支給認定保護者 
０ 

２ 市町村民税の所得割を課されない者

又は養育里親等である支給認定保護

者（第１階層に掲げる者を除く。） 

ひとり親家庭

等の世帯 
０ 

それ以外 ３，０００ 

３ 市町村民税所得割合算額が７７，１

０１円未満である場合における支給

認定保護者（第１階層及び第２階層

に掲げる者を除く。） 

ひとり親家庭

等の世帯 
３，０００ 

それ以外 
１４，１００ 

４ 市町村民税所得割合算額が２１１，２０１円未満で

ある場合における支給認定保護者（第１階層から第

３階層までに掲げる者を除く。） 

２０，５００ 

５ 第１階層から第４階層までに掲げる者以外の支給認

定保護者 
２５，７００ 

備考 

１ この表において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 （１） 被保護者等 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１

項に規定する被保護者及び支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第１項に規定する支



援給付をいう。第４号において同じ。）を受けている者をいう。 

 （２） 市町村民税の所得割を課されない者 子ども・子育て支援法施行令

（平成２６年政令第２１３号。以下「政令」という。）第４条第１項

第４号の規定による場合における当該支給認定保護者をいう。 

（３） 養育里親等 政令第４条第１項第４号に規定する養育里親等をいう。 

（４） ひとり親家庭等の世帯 支給認定保護者又は当該支給認定保護者と

同一の世帯に属する者が次のいずれかに該当する場合をいう。 

ア 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者及び支援給付を必要とす

る状態にある者 

イ 子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第２

２条各号に定めるもの 

 （５） 市町村民税所得割合算額 政令第４条第１項第２号に規定する市町

村民税所得割合算額をいう。 

２ 市町村民税所得割合算額の算定における所得割額は、支給認定子どもと生

計を一にしている父母の合計額又はそれ以外の民法（明治２９年法律第８９

号）に定める扶養義務者（家計の主宰者である場合に限る。）に係る所得割

額とする。 

３ 同一世帯に負担額算定基準子ども（政令第１４条各号列記以外の部分に規

定する負担額算定基準子ども及び市長が別に定める者をいう。）が２人以上

いる場合において、当該負担額算定基準子どものうち、第２子である支給認

定子どもに係る利用者負担額はこの表の利用者負担額（月額）の欄に掲げる

額に２分の１を乗じて得た額（１００円未満の端数があるときは、これを切

り捨てた額。次項において同じ。）とし、第３子以降の支給認定子どもに係

る利用者負担額は０円とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額７７，１０１円未満の

支給認定保護者に特定被監護者等（政令第１４条の２第１項に規定する特定

被監護者等をいう。以下同じ。）が２人以上いる場合において、当該特定被

監護者等のうち、第２子である支給認定子どもに係る利用者負担額はこの表

の利用者負担額（月額）の欄に掲げる額に２分の１を乗じて得た額（第２階

層の支給認定保護者に係る支給認定子どもにあっては０円）とし、第３子以



降の支給認定子どもに係る利用者負担額は０円とする。 

５ 前２項の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額７７，１０１円未満

のひとり親家庭等の世帯の支給認定保護者に特定被監護者等が２人以上いる

場合においては、当該特定被監護者等のうち第２子以降の支給認定子どもに

係る利用者負担額は０円とする。 

６ 月途中利用開始又は利用終了の支給認定子どもに係るその月の利用者負担

額は、次の日割り計算式により算出する。この場合において、算出された額

に１０円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（１） 月途中利用開始の支給認定子どもの場合 この表及び前各項の規定 

により算出された額×その月の月途中利用開始日からの開所日数（２

０日を超える場合は２０日）÷２０ 

（２） 月途中利用終了の支給認定子どもの場合 この表及び前各項の規定 

により算出された額×その月の月途中利用終了日の前日までの開所日

数（２０日を超える場合は２０日）÷２０ 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の豊明市特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の利用者負担に関する条例別表の規定は、平成２９年度以降の利用分

に係る利用者負担額から適用し、平成２８年度以前の利用分に係る利用者負

担額については、なお従前の例による。 



議案第６１号 

 

   豊明市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

豊明市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を別添のように定

めるものとする。 

 

平成２９年６月１日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典     

 

説 明 

この案を提出するのは、非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政

令の一部改正に伴い必要があるからである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



豊明市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 

豊明市消防団員等公務災害補償条例（昭和４７年豊明市条例第８４号）の一

部を次のように改正する。 

第５条第２項第１号中「にあっては」を「には」に、「によって」を「によ

り」に改め、同項第２号中「にあっては」を「には」に改め、同条第３項中「に

よって」を「により」に、「他の」を「他に」に、「４３３円」を「３３３円」

に改め、「第２号」の次に「に該当する扶養親族については１人につき２６７

円（非常勤消防団員等に第１号に該当する者がない場合には、そのうち１人に

ついては３３３円）を、第３号」を加え、「第５号」を「第６号」に、「掲げ

る者」を「該当する者及び第２号に該当する扶養親族」に、「にあっては」を

「には」に、「３６７円」を「３００円」に改め、同項第２号中「及び孫」を

削り、同項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、

第２号の次に次の１号を加える。 

（３） ２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

第５条第４項中「以下」の次に「この項において」を加える。 

   附 則  

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の豊明市消

防団員等公務災害補償条例（以下次条及び第３条において「新条例」という。）

の規定（第５条第３項中「４３３円」を「３３３円」に改める部分、第２号

の次に加える改正規定中第１号に該当する者がない場合に係る部分及び「３

６７円」を「３００円」に改める部分を除く。）は、平成２９年４月１日か

ら適用する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例による新条例第５条第３項の規定は、この条例の適用の日（第

５条第３項中「４３３円」を「３３３円」に改める部分、第２号の次に加え

る改正規定中第１号に該当する者がない場合に係る部分及び「３６７円」を

「３００円」に改める部分にあっては施行の日。以下この条において「適用

日等」という。）以後に支給すべき事由の生じた豊明市消防団員等公務災害



補償条例第５条第１項に規定する損害補償（以下この条において「損害補償」

という。）及び適用日等前に支給すべき事由の生じた適用日等以後の期間に

係る同条例第４条第３号に規定する傷病補償年金、同条第４号アに規定する

障害補償年金及び同条第６号アに規定する遺族補償年金（以下この条におい

て「傷病補償年金等」という。）について適用し、適用日等前に支給すべき

事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び適用日等前に支給す

べき事由の生じた適用日等前の期間に係る傷病補償年金等については、なお

従前の例による。 

第３条 改正前の豊明市消防団員等公務災害補償条例（以下「旧条例」という。）

第５条第３項の規定に基づき、平成２９年４月１日からこの条例の施行の日

の前日までの間に、非常勤消防団員等の扶養親族のうち、２２歳に達する日

以後の最初の３月３１日までの間にある子について加算された補償基礎額に

より支給された旧条例の規定に基づく損害補償は、新条例による損害補償の

内払とみなす。 
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議案第６２号 

平成２９年度豊明市一般会計補正予算（第２号） 

 平成２９年度豊明市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４９，０６８千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１９，５７４，２９５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の 

 歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

    平成２９年６月１日提出  

                                  豊明市長    小 浮 正 典 
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第 1 表 歳

歳 入

入 箴 出 予 算 補 正

単位 ヱ千円

款 項 補正前の額 補 正 額 計

l3国庫੍出স
2,587,S65 59 乙 587,924

2 国j੤補助স
286,557 59 286,6l6

l7繰入金
575,295 49,009 624,304

1基金繰入金
566,838 49,009 6l5,847

當် 叉\ 壹豪 言十 19,525,227 49,O68 19,574,295
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歳 出 葺朝立:干円

款 エ真 補正前の額 正 額 計

2総務賽
2,556,982 2,l23 2,559,lO5

総務管理賽
2,086,l6O 773 2】O86,933

交適安স対策賣
30,906 l,35O 32,256

3民生費
8_536_877 2,44O 8_539,3l7

社会福祉畳
3,962,59O l,24O 3,963,84巴

児董福祉畳
3,754,702 562 3_755,264

生活保護簀
790_35S 629 790,987

4衛生賽
l,493,699 SOO l_494,499

清掃賛
848,269 SOO 849,069

lO教ஒ萱
2,369_472 43,705 2,4l3,l77

教育総務萱
453,498 22,巴l3 476,0ll

社会教育賽
608,246 20,556 7lS,80l

保健体育簀
733,l95 636 733,83l

歳 出 合 計 l9,625,227 49,068 l9,574,295
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歳ো歳出予算補正事項別朋細書
歳 入

13 款 庫支出金
2 エ亘 庫補助金

目 補正前の額 補 正 額 計

教ஒ賽庫補助স 26,994 59 27,053

計 286,557 59 286コ6l6

17 款 繰入金
1 エ亘 基金繰入金

目 補正前の額 補 正 額 計

財放壽周整基金繰入金 549,227 48,4l7 597,644

教育施設建設及び整備基স繰োস l7,6ll 592 l8,203

計 566,838 49,009 6l5,847
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単位 ご 千円

貢′百
説 明

1, 款ஒ才྅興費補助স 59 コ ミ ユニテ ィ ・ ス クール尊ো等促進事業補助 59
金

単位 ご 千円

箭
朋区 分 金 額 ロ

L 財敢言周整基金繰入金 48, 417 財敢言周整基金繰入金 48, 417 ±曽

1. 款育施設建設及び堅 592 教ஒ施設建設及び整備基স繰োস 592 ૒曽
備基金繰入金
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歳出
2 壺犬 糸苔圭萎畫

1 エ亘

目 愛正藍 補正額 計
貢′百

区分 金額

8.遷巴国国臺謇 S7,079 773 87,852 1 幸搜酌H 773

言十 2,O86,16O 773 2,086,933

2 壺染 糸谷桑苔臺豪
7 エ亘 交適安全文寸策賽

目 愛正藍 補正額 計
實I吉

区分 金額

1_室さ近壷窒琴萱童交才貢簀 29,865 1,35O
費

3l,2l5 11. 壽言涯目皇 1,35O
消耗品費 1, 350

言十 30,905 1,35O 32,255

3 壺爽 耳臺生住言謇
1 エ亘 ৕ଅ会福祉賽

目 愛正藍 補正額 計
′節

区分 金額

3.框杢蔓柔阻宴臺桑右畠 l,O5l,885 l,249
祉賣

l,O53,l34 13. 畫言言石半斗 1,249

言十 3,962,599 l,249 3_963,848



7

事 業 金
補ੵE額ぴ)財諒京内

単位鷺牢千円
訳

額 特 定 財 源
置県支出金 地方債 その他 _財

� 般 説 明

源
1স画事務事
業

773 773

企画業務 7濾

計 773 773

773 773

単位こ千源]

事 業 金
補]五客ᅚ広)財穀京献証訳

額 特 定 財 源
財

般 説 明

源
3交適安স対
策事務事業

l,35O l,35O

消耗品賽 L閲O増

計 l,35O l,35O

l,35O

県支出金 地方イ責 その他

l,35O

単位遷牢千円

事 業 金
補互左額竃の༏才源「村壽蔓

額 特 定 財 源
国県੍出স 地方債 その他 財

般
源N

説 明

1ੱମ障害児
者福祉推進
事業

1ヌ 249 l,249

基幹柏談੍援センター事 L塾9壇

業委託料

計 l 249 l,249

l 249 l,249
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3 壺炎 達毫生E畫謇
2案真 児童福祉賽

子甫正甫I 、 壬
貢百

目 の 百十 区 分 金

2.修養壽蓄巨畫荳 l,803,488 562 l,804,05O l3. 畫壽賣石米斗

言十 3,754,7O2 562 3,755,264

3 壺丈 葺臺生左畫
3 エ亘 生活保護賽

目 孝甫正前
ぴ) 客真 言十

貢百

巨亙 ៳葺 登乞 客頁

Lে活保護総務
蓋謇

30,336 629 30,965 璋.備品駐入賽

言十 79O,358 790,987

4 壺欠 看彗且主臺豪
2]頁 7訳帯賽

補正前
目 の 額 言+

貢吉

巨亙 ラ葺 章萱 客頁

2.匡苫孝女匹玉里臺 199,683 200,483 旧.負担স、補助及
び交付金

言† 848,269 849,069
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単位 こ 千円

৕甫正客ᅚの༏才源伐勺訳
事 業 金 説 特 定 財 源 � 般 説 明

置県支出金 地方債 その他 _財 源
2保育事業 562 562

貢寡拿昌昌娠禁書言言E米斗 562 ૒曽

賣十 562 562

562

単位こ千円
芋甫正客ᅚの༏オ源封可訳

事 業 金 説 特 定 財 源 � 般 説 明

1生活保護事

業

629 629

備品貝毒入賣' 629

計 629 629

629 629

国県੍出স 地方債 その他 _財 源

単位 こ 千円

芋甫正客ᅚの༏才源伐勺訳
事 業 金 説 特 定 財 源 � 般 説 明

国県੍出স 地方債 その他 _財 源
3有機循環推 SOO 8OO

進事業 生ごみ堆肥化イ足進容器等 800 ૒曽
貝壽入賽補助金

計 SOO SOO

SOO SOO
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10 款 教育賽
1案頁 教育総務萱

箭
災 杆 杆つ �

区 分 金 額

3_ 款育才辰興賽 363, 730 22, 513 391, 243 1 幸侵酌杆 753

ll 需用賽
消耗品賽
食糧賽
光熱水賽

2l7
l2l

6
9O

l2 役務賛
適信運搬贄
保険料

63
43
2O

l3 委託料 l,533

l4 使用料及び賃惜
料

457

l5 工事請負贄 l7,33O

1ー* 〇〇 詐 暮口謡男嚼ノᕃ l,6OO

壽十 453,493 22,5l3 476,0ll

1O 款 款育萱
4案亘 社会教育賽

�
目 苳壺正藍 補正般 計 区 分 金 額

4.式ごイヒ༏オ儚罠冨隻畫 28,992 1,111 3O,1O3 15. コ੸葛計ஒ造壹壺謇 5l9

打 公有財産皓入費 592

7_實ፐイヒ៳謇負官畫 447,7O2 19,445 467,147 1.報酬 l,O2O
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享封立こ牢千円旧 補正般の財源内訳
事業 遁স説 特 定 財 源 一般国県੍出স 地方債 その他 _財 源

訂宣 明

1 款ஒ振興事 130 59 121
業 委員等報酬

消耗品賽
食糧賽
通信運搬賽

l5O

2l

6

3

3 教育਽৯談事 22, 333 22 333
業 適応指尊業務

消耗品賽

光熱水賽

逓信達搬賽
保険料
工事設計委託料

機械器具等保守点検委託
料
賃惜料
受信料

寓書及び器具購入簀

603

lOO

9O

45

2O

l, 5OO

33

44l

l6

営蕭〈善ੵ事賽 l7, 330

l_ 6OO

増
増

増

増
増

計ー 22, 5l3 59 22, 454

22, 5l3 59 22, 454

葺釘立ご二杆円
補正額の財源内訳 �

事業 曼স説 特 定 財 源 一般 説 明
国県੍出স 地方債 その他 _財 源

1 互甦イヒ༏4殺冨隻 1,111 592 519
事業 প狭間湿地改修ੵ事賽 5l9

土地具昔入賣 592 ૒曽

言十 1,111 592 519
3 ფ左イヒ៳謇萱官ໃ佳 19,445 19,445
持管理事業 施設管理業蓬等 L吃O増

謂査設計等委託料 齟O増
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10 款 教育賽
4 エ亘 ৕ଅ会教育賽

補正前 _ __ �
目 の 百十 区 分 金

(ધ化会宜官簀) 13. 委託料

15. ੵ事੉ஒ負費 17, 615

言f 693,245 20,556 7l3,30l

10 款 教育萱
5 エ亘 イ呆健体育萱

犬/マ-

補正前 、 即
目 の 百十 区 分 金

イ呆イ建体育総ဤ៳蔓 36, 509 636 37, 145 1. 報酉州
萱

壽十 733,l95 636 733,33l
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単位遷牢৕円
袴有正三額(ླ༏才媽蔓休I訳

事業 特定財 源 一般 説 明
特支出金 地方イ責 その他 財 源

互盂イヒ៳謇貫官蓋蓋績]༣葛専畫 l7,6l巴 遷曽

言十 19,445 19,445

20,556 592 l9,964

単位遷牢千円
袴有正三額(ླ༏オ湯蔓休]訳

事 芽臺 董萱 額 特 賃荳 貝才 源 � 舟受
源

説. 明

3保腱体育総
務事務事業

636 636

保健体育事務 636

言十 636 636

636

県支出金 地方イ責 その他 財

636
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